
船舶事故調査報告書 

令和８年５月２０日 

運輸安全委員会（海事専門部会）議決 

事故種類 衝突（陸上施設） 

発生日時 令和６年４月２５日 １６時０１分頃 

発生場所 大分県国東
くにさき

市大分空港南西部の境界柵 

 大分空港飛行場灯台から真方位１５６°６００ｍ付近 

 （概位 北緯３３°２８.３′ 東経１３１°４４.１′） 

事故の概要  旅客船Banri
バ ン リ

は、航行中、境界柵に衝突した。 

事故調査の経過 令和６年６月３日、主管調査官（門司事務所）を指名 

原因関係者から意見聴取手続実施済 

事実情報 

 船種船名、総トン数 

 船舶番号、船舶所有者等 

 

 Ｌ×Ｂ×Ｄ 

 

旅客船 Banri、１２２トン 

１４４４６８、大分県、大分第一ホーバードライブ株式会社（船舶

借入人、Ａ社） 

２１.６ｍ（Lr）×９.６９ｍ×１.０２ｍ 

 乗組員等に関する情報 船長、四級（航海） 

 負傷者 なし 

 損傷 本船 右舷船尾スカート部に擦過傷（写真１参照） 

境界柵 曲損（写真２参照） 

 

 

 

 

 

 

 写真１ 本船の損傷状況    写真２ 境界柵の損傷状況 

      （Ａ社提供）          （Ａ社提供） 

 気象・海象 気象：天気 晴れ、風向 南南東、風速 約３m/s、視界 良好 

海象：海上 平穏、潮汐 上げ潮の初期 

 事故の経過 (1) 出航から本事故発生までの状況 

本船（エアクッション船）は、船長及び航海士２人が乗り組

み、大分県大分市大分港と大分空港を結ぶ航路に当たる別府湾に

おける運航並びに大分港発着場及び大分空港発着場での出入航操

船の訓練の目的で、大分空港発着場に向け、大分港発着場を出航

した。（写真３参照） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

写真３ 本船（着地状態） 

 

船長は、大分空港発着場において、‘護岸に沿って海上から幅約

４０ｍの斜路’（以下「本件斜路」という。）を上り、同幅の平地

（以下「本件平地」という。）で左旋回によって本船をＵターンさ

せた後、続けて出航操船の訓練を実施しようとしていた。 

Ａ社では、本船を陸上で旋回させる際、気象状況に応じて６

ノット（kn）以下の速力（対地速力、以下同じ。）で旋回させるこ

ととしている。 

船長は、レーダー及びＧＰＳプロッターを作動させ、操舵室右

舷側の操縦席に腰を掛けて手動操舵で操船に当たり、本船が本件

斜路を上って本件平地に達して減速中、約６kn の速力でＵターン

させようと本船の左旋回を開始した。 

航海士の１人は、本船の船首が南方を向く頃、船体が本件柵の

方に向かって流れたので、浮上高を下げスカート部の接地面積を

増やして減速するよう船長に進言した。 

船長は、浮上高を下げ減速しようとしたが間に合わず、本船

は、船尾部が右舷側に振れ、右舷船尾スカート部が本件平地西側

の境界柵（以下「本件柵」という。）に衝突した。 

（図１ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 事故発生経過概略図 
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(2) 本事故発生後の状況 

船長は、機関を停止して、負傷者がいないこと及び右舷船尾ス

カート部に擦過傷を生じていることを確認し、Ａ社担当者に報告

した。 

Ａ社担当者は、警察署及び海上保安部に本事故の発生を通報し

た。 

本船は、自力で航行して大分港に戻った。 

(3) 本船に関する情報 

本船は、主機関によってベルトを介して駆動される浮揚ファン

から取り込んだ空気を船底方向に噴き出して海面又は地面から約

１.５ｍ浮上し、同じく主機関によって駆動される推進プロペラで

船尾方向に空気を吹き出し、舵板を操作して航行する水陸両用の

船舶である。（図２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 一般配置図 

 

Ａ社担当者によれば、本船は、舵を大きく切ると、船体が舵を

切った方向と反対の方向に流されるとのことである。 

(4) 船長に関する情報 

船長は、令和５年４月にＡ社に採用され、エアクッション船の

操船時間は、操船要領書等の座学を受講後、令和６年２月に訓練

を開始してから本事故発生時まで、約４８時間であった。 

(5) Ａ社の訓練計画等に関する情報 

本船は、大分空港へのアクセスの利便性を図る目的で、大分市

と大分空港を結ぶ定期航路に就航する予定であり、Ａ社は、令和

６年夏頃に旅客定期航路事業を開業する予定で船員の操船訓練を

行っていた。 

Ａ社は、令和５年１１月８日に発生した同型船の事故後、船員

の操船要領の改善策を検討し、訓練時間を１２５時間から１４０時

間以上に増やすこととして訓練を実施していた。 

船首 主機 

操舵室 推進プロペラ及び
プロペラダクト 

舵板 

スカート部 



 

また、令和６年４月、エアクッション船の操船経験が豊富な船

員を採用し、航行中、船長が針路や船位等を正確に把握できるよ

う、航海士が船長に対し、必要に応じて進言するなど、船長と航

海士の連携強化に努めていた。 

分析 (1) 船長は、操船要領書等の座学を受講後、エアクッション船の操

船訓練を開始してから約４８時間（全訓練計画時間の約３割程度

の進捗時）の操船時間であったことから、本船の運動性能につい

て十分に習熟できていなかったものと考えられる。 

(2) 船長は、出入航操船訓練中、ふだんと同様に約６kn の速力で本

船の左旋回を開始した際、本船が右舷側に流されたことから、幅

約４０ｍの本件平地内で左旋回を終えることに意識が向き、ふだ

んよりも舵を大きく切った可能性があると考えられる。 

(3) (1)及び(2)から、本船は、本件平地において、船尾部が右舷側

に大きく振れ、右舷船尾スカート部が本件柵に衝突した可能性が

あると考えられる。 

原因  本事故は、本件平地において、船長が、出入航操船訓練中、約６kn

の速力で本船の左旋回を開始した際、舵を大きく切ったため、本船の

船尾部が右舷側に大きく振れ、右舷船尾スカート部が本件柵に衝突し

た可能性があると考えられる。 

再発防止策  Ａ社は、本事故を受けて、次の再発防止策及び被害の軽減策を講じ

た。 

 ・乗組員に対し、陸上航行時、地面からの浮上高を約１.０ｍに下

げてスカート部の接地面を増やし、旋回時等に船体が流れにくい

状態で航行することを周知し、操船訓練を実施した。 

 ・本件柵に沿って、緩衝材として土嚢
のう

を設置した。 

今後の同種事故等の再発防止に役立つ事項として、次のことが考え

られる。 

・エアクッション船の船長は、旋回時に船尾部が振れる場合がある

ことを考慮し、旋回中の突発的な船体の動きにも対応できるよう

十分に減速した上で注意して操船すること。 


